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[ 1] はじめに：文化戦争のはざま
世紀末アメリカの政治的状況は，大統領弾劾裁判が「倫理」をめぐって展開したことに表徴
されるように共和党と民主党の「保守」対「革新」の文化戦争として捉えられる。それは伝統
的アメリカの価値とライフスタイルを維持しようとする人々と， 21世紀に向けて新しいアメリ
カの民主主義のありかたを模索する人々とのせめぎあいでもある。
1980年代以降のアメリカで顕在化したこの政治現象は，アメリカの共有する価値観，道徳観，
あるいは信条体系など文化的争点が，アメリカ史上始めて主要な政治争点となったことを示唆
している。それはまた文化的争点をめぐる抗争が，政治的組織化やロビー活動といった伝統的
な政策決定の方法を取り入れて戦われ始めた，アメリカ史上特異な現象であるとも言える。
しかしこの文化戦争は，単に80年代以降の政治現象ではない。それは狭義に捉えた場合， 60
年代に高揚した公民権運動やニュー・フェミニズム運動など一連の反体制運動に端を発するも
のとして捉えることができる。同時にそれは広義に捉えると，その淵源を今世紀最初の20年間
アメリカ社会を席巻した革新主義の政治改革に見いだすこともできる。その意味で文化戦争は，
一世紀にわたる保守と革新の相克の延長線上に位質づけることもできるのである。
60年代に展開した公民権運動やニュー・フェミニズム運動は，伝統的アメリカ社会で，社会
の周縁部に置かれていたアフリカ系アメリカ人をはじめとする少数民族集団や女性たちが，白
人の男性たちと同様の社会参画を求める運動であった。しかしそうした運動は，世紀末のアメ
リカ社会で，多元主義的な民主主義の政治スタイルや新しいアメリカの家族や生活のスタイル
と価値観を模索する，より広い社会改革の潮流を形づくっていた。そのためその「改革」の主
要な担い手たちは，主としてアフリカ系アメリカ人，スペイン系アメリカ人などの少数民族集
団の人々と女性たちである。
そうした「革新」の社会的潮流に対抗して， 70年代以降，「保守」の結束とバックラッシュ
（逆襲）が起った。福音主義的キリスト教やカトリック教会などのキリスト教右派と反共主義
者，伝統的な自由主義的経済政策の信奉者，それに家父長的なアメリカの家族観を主張する社
会的保守層が東部の大企業と結びつき，新しい「保守」の地盤を形成した。
彼らは次第に共和党の主要な支持層となり，共和党の政策は，特に80年代以降保守的な彼ら
の主張に大きく絡み取られていった。この新しく形成された保守基盤と共和党の結びつきは，
改革を望む人々をさらに民主党に追いやり，「保守」対「革新」の文化的せめぎあいは，共和党
と民主党の政治的な文化戦争へと発展していった。
90年代のふたつの大統領選挙ー92年， 96年大統領選ーは，こうした文化戦争のはざまで展
開したアメリカ史上特異な大統領選挙であった。通常大統領選挙で戦われる主嬰な議題は，経
済問題であり，外交問題である。しかしこの二つの大統領選挙では，アメリカ史上はじめて文
化的アジェンダが大統領選挙の帰趨をきめる政治争点のひとつとして浮上した。本論文の目的
は， 96年大統領選挙に焦点をあて， 80年代以降のアメリカの政治コミュニティーを窮巻する
この文化戦争が，どのようにクリントン民主党大統領の再選へつながっていったのかを分析す
ることにある。クリントン大統領の再選は，世紀末アメリカの政治にどのような意味を持つの
か。はたして96年大統領選挙で戦われた文化的アジェンダとは何か。そしてその文化戦争のは
ざまで女性たちは，どのような政治行動を展開していたのか。それはまた女性たちが展開した
政治行動を通して，世紀末アメリカの政治状況とその21世紀への指標を模索する試みでもあ
る。
[2] 96年大統領選挙と女性票
違いをつくりだした女性票
マスメディアは，しばしば世紀末のアメリカの政治状況を，「大多数の女性票が民主党の大統
領を選び，大多数の男性票が共和党与党の議会を選んだ」と指摘する。 (1)ひとつにそれは， 94
年中間選挙で「怒れる白人男子のバックラッシュ」が，ニュート・ギングリッチの率いる共利
党が標榜した「共和党のアメリカとの100の契約」を支持し，保守の巻返しに成功し，その結果
共和党が連邦議会の上下両院で多数党となったことを示唆している。そしていまひとつは， 96
年大統領選挙で，クリントン民主党大統領の再選の鍵が女性票の支持にあったことを意味する。
?
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96年大統領選挙の出口調査によると，クリントン民主党現職大統領候補は，全有権者の票
の49%を獲得し，女性票の54%の支持を得ていた。それに対して対抗馬の共和党大統領候補
ボブ・ドールは，全有権者の41%の票，女性票の38%を獲得していた。男性票のばあい，ク
リントン支持は44%, ドール支持は43%であり，男性の両候補に対する支持はほぼ等分され
ていた。 (2) このことから両候補を支持する女性票の 16ポイントの差が，クリントン大統領再
選を決める鍵となっていたことが明らかであった。
80年代，全米女性機構 (NOW)の議長として女性運動のカリスマ的指導者であったエレノ
ア・スミール（現フェミニスト・マジョリティー財団理事長）は， 96年大統領選挙をふりかえっ
て次のように述べている。 (3)
20世紀の世紀末になって，ついに女性票は合衆国大統領選で違いを作り出した。
もし男性だけが投票していたら，今日ボブ・ドールが大統領であったかもしれない。
前世紀末に女性参政権論者たちが夢見ていたことが，今世紀末に実現した。女性は，
国家の議題に投票を通して影響を及ぼすようになった。
ジェンダー・ギャップ
H本人にとってあまり耳慣れない「ジェンダー・ギャップ」という言栗は， 80年代以降のア
メリカのいづれの選挙でも，選挙動向をきめる甫要な分析視角となっている。この言葉を編み
出したのは女性組織であり，最初に使われたのは80年大統領選挙直後であった。 (4)
1980年11月初頭，当時アメリカで最大規模の女性組織であった全米女性機構の議長エレノ
ア・スミールは，守旧的なロナルド・レーガンを大統領に選出した80年大統領選の選挙結果に
絶望し，それを三日三晩眺めていた。レーガン新大統領は，男女平等憲法修正に反対する意志
を選挙キャンペーン中に公言した第二次大戦後始めての大統領であった。彼はまた，いかなる
形の中絶にもまっこうから反対していた。
80年大統領選挙に先立つ70年代は，男女平等政策の著しく進展した10年間であった。 72年
には，男女平等憲法修正条項が連邦の上下両院を始めて通過し，全米50の州議会の批准にかけ
られた。それは50年前の1920年，女性に参政権を付与した憲法修正第19条以来，女性たちが
獲得しようとしていた政策であった。さらに翌年の73年に連邦最高裁は，ロウ対ウェイド判決
を出し，アメリカ史上始めて女性たちの中絶権が憲法の規定するプライバシーの保護という文
脈から認められた。さらに74年には，男女平等教育法，男女平等クレジット法などの男女平等
法が相次いで連邦議会で制定された。 (5)
男女平等憲法修正の州批准期限は3年後の 1983年に控えていた。レーガンを選出した80年
大統領選の結果は，もはや20世紀中に男女平等憲法修正の達成は不可能であることを意味して
いた。スミールはその選挙結果の中に， 70年代に進展した一連の男女平等政策を 80年代につ
?
なげるための一条の光を何とかして見いだそうとしていた。
1997年2月，全米プレスクラブではじめて講演したスミールは，当時を振り返って次のよう
に語る。 (6)
ついにわたしは，誰もが気がつかなかったことに気づきました。レーガンを支持
した女性は，男性に比べて8%少ないということでした。
全米女性機構の機関誌『ナショナル・ナウ』は，この発見を受けて直ちに全段抜きの大見出し
で「女性は男性と違う投票をした：フェミニストの投票ブロック現われる」と題した論文を掲
載し，男性と女性の投票行動の違いをジェンダー・ギャップと名付けた。
一般的に女性たちの利益は，階層，人種，学歴，職業，あるいは結婚歴などのさまざまな要
因によって分断されており，黒人票や労働者票と違って，女性たちの票はひとつにまとまりに
くいと考えられている。そのため80年選挙結果を分析し，男性と女性の投票行動の違いをジェ
ンダー・ギャップと名付け，女性のブロック票の存在を国民の意識の俎上にのせた意義は測り
しれない。
「ジェンダー・ギャップは，女性の平等を手に人れる手段となるはずだ。ジェンダー・ギャッ
プを発見する前は，女性の投票の力は殆ど見えていなかった。わたしたちは，二度とそれを目
に見えないものにするわけにはいかない。」 (7)こう確信したスミールをはじめとするフェミニ
ストたちは，以後80年代， 90年代のさまざまな政治状況で，投票ブロックとしての「女性票」
の存在を売りこみ，その女性票の存在を力に女性たちの意志と利益を政治に反映させようとし
た。
クリントンと民主党支持のジェンダー・ギャップ
92年大統領選挙でクリントン民主党大統領候補は， 4ポイントの女性票優位のジェンダー・
ギャップを手にしていた。すなわちこの大統領選で，彼を支持する女性票は45%で男性票は41
％であった。 4年後の96年大統領選では，クリントン支持のジェンダー・ギャップはさらに11
ポイントまで拡大し，女性票の54%,男性票の43%がクリントンを支持した。この11ポイント
のクリントン支持の女性票が優位したジェンダー・ギャップは，史上最大のものであった。 (8)
クリントンを支持する女性票はまた， 90年代のさまざまな選挙で民主党を支持する女性票に
連動していた。ヴォーターズ・ニュース サ ‘ ーヒスの打なった連邦議会選挙の出口調脊による
と， 92年連邦議会選挙の51激戦区のうち32(64%)の選挙区で4%のジェンダー・ギャップが
見られ，そのうち30の選挙区では，女性票が優位した民主党支持のジェンダー・ギャップが確
認された。
2年後の94年中間選挙では，共和党が保守の巻返しに成功し，連邦議会の多数党に返り咲い
ていた。しかしこの年の議会選挙でも 63の接戦区のうち 51(81%)の選挙区で男女の投票行
?
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動に少なくとも4%の差が見られ，そのうち49の選挙区で女性票が優位した民主党支持のジェ
ンダー・ギャップがあった。こうした民主党支持の女性票の存在は， 96年大統領選でも確認さ
れた。すなわち 48の激戦となった連邦議会選挙区のうち 37(78%)の選挙区で， 4ポイント以
上の女性票優位の民主党支持のジェンダー・ギャップが見られた。 (9)
なぜ女性たちはクリントンと民主党を支持しつづけるのだろうか。クリントン大統領は，歴
代大統領の中でもまれに見るスキャンダルの多い大統領である。大統領職第一期に，ホワイト
ウォーター土地開発，ホワイトハウス旅行部の職員解雇， FBIファイルなどに絡む疑惑がと
りざたされ，さらにアーカンソー州知事時代の州職員ポーラ・ジョーンズにたいするセクシャ
ル・ハラスメントが暴露されていた。
90年代フェミニストたちは，女性たちにたいするさまざまな暴力の一形態としてセクシャ
ル・ハラスメント（性的いやがらせ）をとりあげ，当該問題を女性運動の主要な争点のひとつ
に昇華させていた。そのセクシャル・ハラスメントの対象に大統領自らがなっているのである。
いったい女性たちは，クリントン個人とその民主党の政策のどこに支持の根拠を見いだしてい
たのだろうか。
以下女性たちがクリントンと民主党を支持する原因を， 80年代以降女性たちが置かれた社会
的状況の中からを模索し， 96年大統領選挙でクリントンが標榜したどのような女性政策が，女
性たちのクリントン支持につながっていったのかを見てみよう。
[3] ジェンダー・ギャップの背景
歴史的背景
1980年の大統領選挙で共和党は，戦後一貰して主張していた男女平等憲法修正支持を党綱領
からはずし，さらに中絶政策に反対した。 この80年大統領選挙で，同じように両政策にまっ
こうから反対する共和党大統領候補レーガンが選出され，レーガン支持の男女の投票行動に男
性が優位した 8%のジェンダー・ギャップがみられたのは，偶然の一致ではなかった。
キリスト教右派などの保守層が共和党内で支配的な力を持つようになるまで，男女平等憲法
修正や巾絶問題などの女性政策は超党派の争点であった。レーガン大統領に至るまで，戦後の
すべての大統領は，共和党，民主党を問わず，男女平等憲法修正を支持していた。フォード大
統領（共和党）とカーター大統領（民主党）は，中絶の合法化を支持していた。 1980年の時点
まで，こうした争点が政党ラインで凝集されるとは考えられなかったのである。
しかし80年代，共和党内で新右翼が勢力をのばし，レーガン，ブッシュ両大統領が新保守主
義の反女性政策を展開するにつれて，そうした事態は変化した。宗教的右翼や社会的保守層に
牛耳られた共和党は，女性の中絶権，女性と少数民族集団に対する積極的差別是正政策に反対
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し，教育やヘルス・ケアに対する政府の支出に反対した。そうした事態に直面して女性たちは，
次第に共和党から離れ，民主党支持を強めていった。
一時的現象に見えた女性たちの投票ブロックは，共和党の右傾化によって強化され，固定化
されていったと言える。実際80年代以降のすべての下院選挙で，民主，共和両党を支持する男
性票の過半数が選挙によって変動しているのに対し，女性の有権者の過半数は一貫して民主党
を支持しつづけていた。 (10)
争点票としての女性票
女性たちは自己の利益に甚づいて投票する。女性票がブロック票として機能するのは，女性
にかかわる問題が危機にさらされていると多くの女性たちが感じた時である。その意味で女性
票は争点票であるともいえる。
80年代以降の政治状況で，さまざまな階層の女性たちをひとつにまとめ，ブロック票として
女性票を成熟させていった争点は，積極的差別是正政策と中絶政策のふたつの女性政策であっ
た。
実際80年大統領選挙で顕現したジェンダー・ギャップは， 70年代の男女平等憲法修正条項
の州批准キャンペーンの中から生まれ， 80年代，中絶権をめぐる保守層との抗争によって強化
されたと言える。特に83年に男女平等憲法修正条項が，憲法修正のために必要な四分の三の州
批准を手にすることに失敗し廃案となると，女性たちは80年代，レーガン，ブッシュの反女性
政策に対抗して，なんとか積極的差別是正政策と中絶権を護持しようとした。 (11)
積極的差別是正政策は，リンドン・ジョンソン大統領が大統領令で， 64年の公民権法を積
極的に施行するために連邦政府と雇用関係にある企業に対し，女性と少数民族をもっと雇用す
るための「誠実な努力」をすること，そしてその努力を証明するためのアファーマティブ・ア
クション（積極的差別是正行為）をとることを要請したことに端を発する。以来80年にレーガ
ンが大統領になるまで，民主，共和両政党の歴代大統領は，積極的差別是正政策を推進してき
た。
しかしレーガン大統領は，それまでの努力の結果，アメリカ社会で性と人種を軸にした伝統
的差別は解消されたとし，連邦政府はそうした人々への特殊な優遇政策はやめるべきであると
主張した。そしてレーガンは，そうした理由を根拠に，大統領に就任すると直ちに反アファー
マティブ政策を展開した。 80年代， 90年代を通してこの彼の主張と政策は，共和党の甚本的な
女性政策として維持された。 (12)
レーガンの二期にわたる政権とその後を引き継いだブッシュ大統領の一期， 12年間，積極的
差別是正政策を担当していた政府の部署は，予算と人員の削減，保守的な人事等を通して，規
模が極端に縮小化され，その設立の趣旨が歪曲されていった。そうした事態に危機惑をもった
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女性たちは，さまざまな女性組織を通して，またあるときは公民権の市民組織と共闘して，な
んとか積極的差別是正政策を維持しようと懸命であった。こうした危機感こそが，草の根の女
性たちを政治化し，ブロック票としての女性票の強化につながっていたひとつの理由であった。
他方で，いかなる中絶に対しても強硬に反対するレーガン大統領は，なんとか73年のロウ判
決を無効とし，再び中絶を非合法化しようとした。そのため最高裁判事の任命権をもつ大統領
は，一貫して保守的な判事を任命し続けた。その試みは最終的に88年のウェブスター対リプロ
ダクティブ・ヘルス・サービス判決に結実した。同判決で最高裁は， 73年のロウ判決で合法と
した女性たちの中絶権を，再び州レベルの判断に委ねる裁決を下した。 (13)
このウェブスター判決は，中絶権を既得権と考えていた女性たちに大きな衝撃を与えた。判
決直後に全米女性機構が組織したウェブスター判決に抗議するワシントン行進には， 30万人に
のぼる女性たちが全米から参加した。それは女性たちの行った抗議行動の最大規模のもので
あった。 (14)
またこの直後女性たちの中絶を要求する組織は，会員数を一挙に増大した。たとえば全米中
絶権同盟 (NARAL)は，ウェブスター判決後に会員数を 5万人増やし， 35万人の会員数を
もつ大組織となっていた。そしてその年間予算も 88年の30万ドルから 89年には100万ドルヘ
と3倍以上増大させた。 (15)
80年代末に女性たちの抱いたこうした危機意識は，90年代の政治抗争のひとつが中絶権をめ
ぐって展開することを示唆していた。
貧困の女性化現象
分散した利益を持つ女性たちの票がブロック票として成熟していったいまひとつの背景に，
80年代以降の女性の貧困化現象があった。
今Hアメリカの女性人口の約45%は，離婚，死別，別離，末婚などの理由で配偶者を持たな
い。女性は平均すると男性の収入を下回り，都市に集中する低所得住宅に住む場合が多い。レー
ガン大統領は，レーガノミックスの経済政策を掲げ，累進課税を廃止し， 13%一律税制改革を
行い，福祉予算を大幅に削減した。この経済政策は，特に母子家庭の女性たちに深甚な経済的
打撃を与え， 80年代貧困の女性化現象が指摘されていた。
96年4月に行ったCBS/ニューヨーク・タイムズの世論調在では，インタビューを受けた
男性の62%が「経済は比較的好い状態である」と答えているのに対し，同様に答えた女性は45
％であった。そして 50%の女性は「経済状況はかなり悪い」，あるいは「非常に悪い」と答え
ていた。 (16)
こうした社会的背景の下で近年女性たちは，貧しい人々，ヘルスケア，教育，医療保険，社
会福祉政策への連邦政府の支出を強く支持している。 97年に全米女性機構の行なった世論調
?
査によると，政府の福祉関連政策への支出を支持する女性たちは，男性たちより 15ポイント多
いことが明らかとなっていた。 (17)
96年4月，レディース・ホーム・ジャーナル紙と全米女性有権者同盟の共催したフォーラム
で共和党の世論調脊官リンダ・ディヴォールは，「男性は，政府があまりに多くのことに関与し
すぎていると考え，もうすこし個人やビジネスにそれぞれの判断を委ねるべきであると主張し
ている。それに対し女性は，もっと活発な政府の関与を望んでいる」と指摘した。 (18)
教育問題，福祉政策への連邦政府の積極的な介人を主張する民主党に対して共和党は，小さ
な連邦政府の権限を主張する伝統的な立場をとり続けている。ひとつにそれは，個人主義的な
自治の原則を尊ぶアメリカン・デモクラシーの伝統のなかで，子弟の教育のすべての責任と権
限は親にあるという考えが強く，連邦の強い教育政策は国家の親への信頼観の欠如を示し，彼
らを幼稚に扱っているという考えにつながるためである。
そしてまた，自己責任のもとでの自由な個人の行動を尊ぶ伝統的な社会風潮は，個人の経済
的貧困は，自らの自由な経済活動の失敗，すなわち自己責任であり，国家がその責任を代替す
べきものではないという考えを主張する。民主主義の最も長い伝統をもつアメリカが， 21世紀
に向けて幅祉型国家へ移行しようとする時直面するアポリアである。その結果福祉の恩恵を受
ける母子家庭の母親たちは，「福祉の女王」とされ，幅祉予算（税金）の上に胡座をかいて働か
ない怠惰な人々として糾弾される。
[4] クリントンの女性政策
ニューヨーク・タイムズ紙の支持
96年10月末，ニューヨーク・タイムズ紙は，今世紀最後の大統領選挙を数H後に控え，民
主党大統領候補で現職大統領のクリントンを支持することを正式に表明した。同紙は，クリン
トンの提示した一連の改革政策—医療保険制の改革を始めとする社会福祉政策，教育改革，
碁本的に累進課税制を復活させた税政策，銃規制政策，環境保護政策あるいは女性や少数民族
集団にたいする積極的差別是正政策―とドール共和党大統領候補の政策とを比較，検討し
た。そしてドール大統領候補の提示した，レーガン政策の継承としての15%一律減税政策や積
極的差別是正政策の終決を意味するカラー・ブラインドの政策を批判した。同紙は，クリント
ンの政策提言がドールのそれに比べて，より国民の意志と利益を反映，擁護すると結論づけ，
次のようにクリントンを評価した。 (19)
クリントンは，もし二期目の四年間に彼が必要としている誠意を回復したら，か
つて彼が夢に抱いていたような大統領になれる可能性はまだ十分ある。彼の描く未
来像に自己規制を加えて，これまで彼が行ってきた業績をさらに進めれば， 2001年
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には， 20世紀で最も著名な大統領の一人として彼は大統領職を終えることができる
はずだ。
クリントンは大統領に就任した1993年1月， 92年選挙キャンペーンの公約であった医療保険
制度の改革に着手する。彼は医療保険改革特別委員会を設置し，その長に妻のヒラリー・クリ
ントンを任命した。同委員会が提案した保険改革は，国民皆保険制を主張し，老人や母子家庭
などの社会的弱者の救済をめざすものであった。そのためそれは，既得権益を侵されることを
憂慮した保険業界をはじめ全米医師会，全米歯科医師会，医薬業界等の特殊利益集団の強硬な
反対に遭い， 93年9月いったんは挫折をよぎなくされていた。その後同法案は，共和党の議会
内反対派との妥協を繰り返し， 96年9月，当初の目的を大幅に後退させながら，「国民皆保険
制」へのぎりぎりの一里塚をつくっていた。 (20)
さらにクリントン大統領は， 96年選挙キャンペーンのまっただ中の8月22日，共和党多数の
議会の制定した新しい福祉法案に署名した。ニューディール以来60年間，「未成年の子供を抱
えた家族への福祉政策 (AFDC)」として連邦政府は，未成年の子供を養育している貧困家庭へ
直接現金を供与していた。しかし同法案は，連邦政府の福祉政策への直接関与を廃止し，州政
府が独自の福祉政策を行なうことを認め，さらに州政府が連邦から割り当てられた福祉予算の
枠内で，その対象者を決めることができるとしたものであった。それは州政府がそれぞれの州
の福祉の受給者を切り捨てることで，向こう 6年間で550億ドルにのぼる福祉予算の削減がで
きると算定されていた。
さらに同法案は，受給者が生涯で福祉を受けることのできる期間を5年間と制限し，福祉を
受け取り初めて2年後には仕事に従事しなくてはならないとした。 (21)
もともとクリントンは92年選挙の公約として，これまでの福祉政策を改革し，「福祉を受け
ている人に教育，職業訓練，保育を提供し」，彼らを「福祉から職場へ」移行する福祉改革を推
進するとしていた。そしてそのH的を達成するために100億ドルの福祉予算の増額を約束して
しヽた。
にもかかわらずクリントンは，福祉予算の大幅な削減に踏み切った。その改革は，貧困レベ
ルにある多数の母子家庭に大きな経済的打撃をあたえるものと危惧され，モイニハン上院議員
（ニューヨーク州選出）を始め多くのリベラル派の民主党議員は，大統領の決定を批判した。マ
スメディアもまたクリントンの当該行為を右旋回とし，大統領は中道路線へと政策を展開した
と非難した。 (22)
以上見たように96年大統領選挙の時点でクリントンは，福祉政策の改革と医療保険の改革と
いう92年大統領選挙のふたつの主要な公約を完全実施することに失敗していた。しかしニュー
ヨーク・タイムズ紙は，ドール共和党大統領候補の提示した政策とクリントンのそれとを比較
，?
し，クリントンの政策がより民衆の利益と意志を反映していると評価した。そしてまた大統領
選の結果，圧倒的多数の女性票の支持を得てクリントンは再選された。女性たちのクリントン
支持は，どこにその淵源を見い出すことができるのだろうか。
女性票への働きかけ
96年大統領選挙キャンペーンを通してクリントンは， ドール大統領候補を終始世論調査で
リードしていた。そしてそのリードは，強い女性票のクリントン支持によるものであることが
明らかであった。 4月12B付けのニューヨーク・タイムズ紙は，ニューヨーク・タイムズ/CBS
世論調杏によると，男性の有権者は，クリントンとドールを支持する人がそれぞれ45%で等分
されているのに対し，女性票の場合クリントン支持は52%,ドール支持は34%であると指摘し
ている。投票行動を調脊するための超党派集団であるアメリカ選挙委員会ディレクターのカー
ティス・ガンスは「両候補に対する女性の支持の落差が，このまま 11月の選挙まで続くとした
ら， ドールが勝つ見込みは全く無い」と述べていた。 (23)
クリントン陣営は， 92年選挙の結果を踏まえて96年選挙に向けて，積極的に女性票を獲得
するためのさまざまな試みを展開していた。 95年6月クリントンは，ホワイトハウス内に女
性の発案を促し，女性に手を差し伸べるための部局を設置した。クリントンの任命した部局
員が国中に派遣され，いかにクリントン政権が女性たちの利益を考慮しているか，それぞれの
地域の女性集団と話しあっていた。さらに96年，クリントン＝ゴア，大統領＝副大統領候補
の選挙キャンペーンが始まると，女性問題担当の部局が設置され，ディレクターのステファ
ニー・フォスターとその部局員たちは，女性問題のアドバイザーたちとのキッチン・キャビ
ネットを毎月もち，女性政策を選挙キャンペーンでどのように掲げるか，その戦略を討議し
てしヽ た。 (24)
民主党もまた，中絶を支持する候補者に資金援助をするために設置された民間の女性団体工
ミリーズ・リストと協力して， 10の州で女性たちを選挙に動員するための運動を鮨中的に行っ
ていた。 (25)
そうした一連の努力の結果クリントン陣営は，女性票を獲得するための争点を編み出してい
た。たとえば子供にたいする一連の政策 テレビ暴力や未成年の喫煙を制限する政策ある
いは学校制服の提案は，屈親票を意識したものであった。
大統領選挙の文化的アジェンダ—中絶政策
大統領候補の中絶に対する見解が大統領選の重要な争点のひとつとなったのは，92年大統領
選挙の時が始めてである。ラトガーズ大学付属の「アメリカの女性と政治センター」は， 92年
選挙を分析して，「従来大統領選挙の動向をきめるのは経済問題であると言われていたが，この
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選挙では，経済問題にならんで新に菫要な文化的争点が選挙の動向を決める問題として浮上し
ている」と指摘した。 (26)
同センターの調査によると，インタビューを受けた人の58%が大統領選の最も甫要な争点は，
経済，雇用，失業問題であると答え， 23%は，医療保険問題， 15%が政府の赤字問題と答えて
いるのに対して， 13%が中絶問題と答えていた。しかも中絶問題を大統領選の重要な争点と答
えた人の間で10ポイントの女性優位のジェンダー・ギャップが確認されていた。
1996年の大統領選挙では，一般的に中絶の問題は軍要な争点ではなかったと言われている。
しかし世論調脊は，全く逆の傾向を示唆していた。 96年8月にニューズ・ウィークの行なった
世論調究によると，有権者の33%が大統領を誰に選ぶかを決めるとき，中絶は重要な争点のひ
とつと答えていた。さらに当該問題に対する男女の意見の差異は明確であり，女性の37%,男
性の28%が大統領を選ぶとき，中絶を甫要な争点と考えると主張し， 9ポイントのジェンダー・
ギャップが見られた。 (27)
この年ルイスとピーター・ハリス夫妻によって行なわれた男女平等のための全米世論調査に
よると，有権者の17%は，女性の選択権（中絶権）に関して，自分と異なる立場をとる候補者
には投票をしないと答えていた。そしてこの17%のうち圧倒的多数の79%が，中絶に反対する
候補に対して向けられていることが明らかとなった。ここでもジェンダー・ギャップは明快に
表れていた。すなわち中絶権を認める女性の59%が，中絶権を認めない候補を支持しないと答
えているのにたいし，中絶権を認める男性の場合， 47%が中絶反対の候補を支持しないとし，
12ポイントのジェンダー・ギャップがあった。 (28)
クリントンの中絶政策
クリントンは， 女性の中絶権をプライバシー保護という憲法的解釈で認めた73年ロウ判決
を支持する立場をとっていた。彼は，中絶を頻繁に行われるべきものではないが，合法かつ安
全であるべきであるとする。その上で彼は，中絶は女性がみずからの信仰に甚づいて，医師と
相談して決めるべきことであると主張する。 (29)
クリントンは，共和党多数の第104連邦議会が可決した妊娠中期・後期の特定の中絶に反対
する「部分出産中絶禁止法案」に拒否権を発動し，逆に中絶を行うクリニックや医師への女性
たちのアクセスをさまたげる一切の行為を犯罪行為とする法案を積極的に推進していた。 (30)
大統領のこの拒否権発動を受けて議会の下院は，再度同法案を審議，採択し，その結果96年
9月19日， 285対137の三分の二過半数を得て，大統領の拒否を乗り越えた（オーバーライド）。
この採択で15名の共和党員， 121名の民主党議員，ー名の無党派議員が大統領の拒否を支持し
た。しかし70名の民主党議員が， 215名の共和党議員に参加して大統領の拒否を無効にしてい
た。最終的に「部分出産中絶禁止法案」に対する大統領の拒否は，上院で大統領の拒否権を乗
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り越えるために必要な上院総議席数の三分の二過半数である 67議席を手にできなかった。す
なわち同法案は， 9月26日，上院の57対41の議決で大統領の拒否を乗り越えることに失敗し
廃案となった。 (31)
第104連邦議会は，それ以前の議会に比べて中絶反対派の議員が激増していた。それは， 94
年の中間選挙が多くの連邦議会選挙区で，中絶政策を軸に投票がおこなわれたためであった。
この選挙で共和党は，長い間民主党の支持基盤であったカトリック教徒の圧倒的多数の支持を
得ていた。共和党の中絶反対の政策がカトリック教徒の支持へとつながっていたためである。
カトリック神父の多くは，クリントンが拒否権を発動した「部分出産中絶禁止法案」を支持し
ていた。その結果保守が巻返しに成功する中で，中絶反対の議員が激増した。
共和党与党の議会の現状で， 97年第105連邦議会では再び「部分出産中絶禁止法案」が議会
にかけられることは必至であった。もし中絶に反対する大統領が選ばれたら，議会の制定する
この法案は，大統領の承認を得て法律化され，連邦の法律で，ある種類の中絶が禁止されるこ
とになり，ヴァイアビリティ以前の中絶を認めるロウ判決と真っ向から対立することが予測さ
れた。中絶反対派の巻返しの中で，再びロウ判決事態が否定され，中絶が全面的に禁止される
可能性すらあった。
民主党は，クリントンを支持する女性票が，ドールに比べて4月の時点で18ポイントの大き
なリードをしているのは，中絶権の存続をめぐって危機的状況に立たされている女性たちが，
クリントンの中絶支持の立場を支持しているからであると評価した。 (32)
しかし現実に中絶問題をどのように女性票につなげるかは，微妙な問題が含まれていた。ア
メリカの世論の大半は，中絶を完全に禁止することに反対していた。しかし同時に多数が中絶
を野放しにして置くことを好んでいなかった。 4月におこなわれたニューヨーク・タイムズ／
CBSの世論調査では，調査を受けたひとの37%が，中絶を望んだ人は，中絶を認められるべ
きと考えていた。そして41%が，特定の制限をもうけて中絶は認められるべきと考えていた。
中絶は認められるべきではないと考えている人は21%であった。 (33)
クリントンは強い中絶支持者である。しかし卓越した政治惑覚の持ち主でもある彼は，民主
党が中絶に反対する者に対して排他的であるべきではないと考えていた。そのため96年大統
領選挙に向けて党綱領の草稿を作成したホワイトハウスは，中絶は合法であると明記し，中絶
にたいする政府の資金援助を支持する一方で，「この困難な問題に対する，それぞれのアメリ
カ人の個人としての良識」を認めるという言葉を挿人していた。 (34)
ドール候補と共和党の中絶政策
民主党が中絶支持の明確な姿勢をとりながら，異論にたいしても個人の貨任の中で受け人れ
ようとする柔軟な対応を示しているのに対して，中絶に反対する共和党綱領は，きわめて原理
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主義的なものであった。その中絶反対の根拠は，胎児といえども何人も侵すことのできない基
本的生命権を持っているとするものであり，そのため党綱領は憲法の生命権修正を要求してい
た。
共和党は，政府が貧困女性の中絶資金を援助をすることに反対し，中絶を支援する組織への
政府の資金援助もやめるべきとした。そして「部分出産中絶法」がすみやかに，議会で制定さ
れるよう支持すると主張した。さらに共和党は，ロウ判決に基づく現行の中絶政策をさらに逆
転させるために，伝統的な家族の価値観を持つ裁判官の任命を推奨した。 (35)
ドール大統領候補のばあい，共和党が党綱領で女性の中絶権を完全に否定していることに比
ベ，やや柔軟な対応をとっていた。彼は中絶に基本的に反対しながらも，強姦，近親相姦によ
る妊娠の中絶，そして出産が母体の生命に危険である場合の中絶は容認していた。彼は，共和
党が反巾絶の強硬路線をとる単一争点党のような印象を世論に与えることを極端に恐れていた。
そのため8月に開かれた共和党の党大会では，その基調演説をニューヨーク州ステットン・ア
イランド選出の下院議員スーザン・モリナリに依頼した。彼女は共和党の中で，中絶を支持す
る少数派の議員の一人であった。 (36)
96年選挙で共和党を牛耳っていたのはキリスト教右派の人々であり，伝統的アメリカ社会で
支配層にいた人々であった。 CBSの特派員エド・ブラッドレイは，サンディエゴで開かれた
共和党党大会に参加している代議員の90%が白人であり，そのうちの二分の二が男性であった
と指摘する。しかも彼らの70%が自らを保守的であると答え．その割合は過去20年間で最高
であった。代議員の三分の二は福音主義的キリスト教の偏者であり， 11%がキリスト教同盟の
メンバーであった。代議員の70%は，中絶と積極的差別是正政策に反対していた。 (37)
キリスト教同盟は，屈体に危険な場合を除いて，一切の中絶に強硬に反対していた。そのた
めドールの中絶問題にたいする柔軟対応は，彼らの不興を買い，彼らのドール支持を弱めてい
た。ドールは，共和党内で多数派であったこうした保守層の支持を得るため，中絶に関して絶
対反対の立場をとる，かつて共和党内で彼の政敵でもあったニューヨーク州バッファロー選出
の下院議員ジャック・ケンプを自らの副大統領候補に指名した。 (38)
96年大統領選挙で，ドールの置かれていた共和党内での立場は，世紀末アメリカで共和党の
抱えていたジレンマを象徴していた。共和党の実権が，キリスト教同盟などのキリスト教右派
に掌握され保守化を強めれば強めるほど共和党は， 96年選挙のドールの場合と同様に，女性票
の支持を失っていった。同時に共利党内での屯裂も深まっていった。例えば96年8月の共和
党全国大会で，中絶支持の立場をとるカリフォルニア州知事ピート・ウイルソンとマサチュー
セッツ州知事ウイリアム・ウェルの党大会演説は，取り止めとなった。一方で共和党最右翼の
パット・ブキャナンは，ドール大統領候補の懐柔的な中絶政策に反対し，党大会直前までドー
ル大統領候補の承認を拒んでいた。 (39)
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大統領候補と政党の中絶支持・不支持の政治的立場は，単に中絶問題に留まらず，それは，
彼らの他の文化的アジェンダに関する立場をはかるリトマス紙的役割を果たしていた。中絶を
支持するクリントンと民主党は，男女平等憲法修正条項，女性と少数人種集団に対する積極的
差別是正政策を支持し，社会・経済的弱者に対する政府の積極的保護—福祉政策を主張し
ていた。彼らはまた連邦政府が厳しい銃規制や環境保護政策をとることを主張する一方で，公
立の学校での祈祷を義務づけることには強硬に反対した。
それにたいして，中絶に反対するドール大統領候補と共和党は，男女平等憲法修正条項や積
極的差別是正政策に反対した。さらに彼らは，政府の積極的な福祉政策は，個人の生活への政
府の過度な介人と政府機関の肥大化につながり，連邦政府の強大化はまぬがれないとして反対
した。彼らは連邦政府の銃規制に強く反対し，環境政策に対しても，連邦政府の関与が少なけ
れば少ないほど良いとする最小限主義者の立場をとっていた。しかしキリスト教右派の主張す
る公立の学校での祈祷は，強く主張していた。 (40)
ドールは過去30年間にわたる積極的差別是正政策は，「公正なる平等を模索した盲目的努力」
であったとし，その政策はある集団を他の集団に対立させ社会を分断させてしまったと主張し
た。このドールの考え方は，女性と少数民族集団に対する積極的差別是正政策は，彼らを特殊
に優遇するものであり，白人男子に対する逆差別であり，自由主義社会の競争原理に反すると
主張する保守層の考えを表していた。そのためドールは，州政府と州教育機関が性と人種を軸
に，女性と少数民族集団を「優遇的」展用をすることを禁止したカリフォルニア住民の提案し
た「住民提案209」を強く支持した。 (41)
他方でクリントンは，大統領職第一期で過去のどの大統領よりも公民権の擁護者としての強
い態度を示していた。この間閣僚をはじめ政府の高官に女性と少数民族集団が任命された割合
は，積極的差別是正政策が施行されていた過去30年間で最も高かった。
たとえば閣僚レベルの人事で女性は過去最高の4名が任命されていた。厚生長官，司法長官，
エネルギー長官に，ドナ・シャレーラ（ウィスコンシン大学学長），ジャネット・リノ，ヘーゼ
ル・オレアリ（ノザンステーツ電力副社長）の三人の女性が任命され，さらに閣僚レベルの人
事として国連大使にマドレーヌ・オルブライト（ジョージタウン大学教授）が任命された。
彼はまた，同性愛者にたいする偏見を取り払う政策を支持した最初の大統領であり，同性愛
者に対する「公正な住居法」の施行を強化した。そしてその過程で，政府が積極的差別是正政
策を施行し続けることの意義を強調し， 1995年6月，クリントン政権は，「同政策のやり方を
改善はするが，政策を終焉させることにはない」と明言した。 こうした文脈からクリントン
は，カリフォルニア州で予定されていた「住民提案209」に強く反対していた。 (42)
クリントンとドール両候補は， 96年大統領選挙の文化的争点のひとつであった非合法移民
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の子供に公立の学校教育を受けさせるべきかといった問題でも鋭く対立した。ドールは，それ
ぞれの州が，非合法移民の子供が公立の学校教育を受けることができないようするべきである
と主張し，合法の移民の数も漸次減少させるべきであるとした。さらに彼は，英語をアメリカ
唯一の公用語にすべきであると主張した。
それに対しクリントンは，非合法移民の子弟に対しても公立の学校教育は提供し続けるべき
であるという立場をとっていた。その代わり彼は，国境のパトロール，強制送還を厳しくし，
増加傾向にある非合法移民の数を押さえるべきであるとした。さまざまな集団が共生する多元
主義的社会を目指すクリントンは，英語をアメリカの唯一の公用語とすることには，もとより
強く反対した。 (43)
[5]女性組織の役割
女性の投票率と女性組織
民主党女性候補のために民間の選挙資金を調達する女性組織，エミリーズ・リストの議長エ
レン・マルコルムは， 1996年大統領選挙をふりかえり次のように述べている。 (44)
クリントン大統領の勝利票に女性が貢献し，議会で民主党女性議員が歴史的な前
進を遂げたことは，民主党の女性たちにとって喜ばしいことである。議会にわたし
たちは，史上二番目の伸び率で，中絶支持の民主党女性議員を送りこむことができ
た。その上現職の民主党女性議員で議席を失った者はひとりもいない。 ・..さら
に今回の選挙で議席を失った19名の共利党現職議員のうち，三分のーは民主党女性
候補に敗北している。
実際96年選挙の結果，合衆国議会に歴史上最多の女性下院議員が誕生していた。この年新し
く選出された下院議員435名のうち49名が女性議員であった。そのうち 34名が民主党， 15名
が共和党女性議員であった。その結果連邦下院議員には， 53名の女性下院議員が誕生し，上院
の9名の現職女性議員数も維持された。 (45)
すでに検討したように96年大統領選挙は，中絶問題をひとつの重要な政治争点として展開し
ていた。それは94年中間選挙で，下院議員ニュート・ギングリッチ（ジョージア州選出）の率
いる共和党保守が，連邦の上下両院を制し，中絶反対の議員が議会の多数派となったことに起
因する。その結果， 95年第104連邦議会に「部分出産中絶禁止法案」が上程され，上下両院を
通過したことはすでに見てきた通りである。もしクリントン大統領が同法案に対する拒否権を
発動していなかったら，その法案は制定され，女性たちは73年以来手にしていた中絶権を再び
失うことになっていたはずであった。
このことは他方で，もし96年の議会選挙で中絶支持派の議員をこれ以上増加させると，大統
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領の拒否権が議会で乗り越えられ，同法案が制定される危険性があることを示唆していた。こ
うした状況にあって女性組織は，何としても中絶支持のクリントン現職大統領の再選を援助す
る必要があった。 同時に女性組織は， 96年大統領選でひとりでも多くの中絶支持派の民主党
女性議員を連邦議会に送り込む必要に迫られていた。
新保守主義の席巻した80年代さまざまな女性組織は，共和党政権下で展開した反女性政策に
対抗するため政治志向を強めていた。組織内にポリテイカル・アクション・コミティーズ(PACs)
が設置され，より多くのフェミニストの議員を送りこむための候補者のリクルート，選挙キャン
ペーンの方法，あるいは選挙資金の調達方法などのさまざまな戦略が開発された。 90年代にな
ると，そうした女性組織のポリテイカ・）レ・アクション・コミティーズは，中絶支持の民主党女性
議員を議会に送り込むための連携を組織し，強力な選挙支援組織を形成するようになっていた。
ラトガーズ大学付属「アメリカの女性と政治センター」の調査によると， 96年選挙の結果97
年には，女性候補に選挙資金を提供したり，あるいは選挙資金の提供者の圧倒的多数が女性で
ある 58の女性組織がポリテイカル・アクション・コミティーズ (PACs)を組織していた。
その他に 11の全国レベルの女性のPACsと47の州で，州レベルのPACsや選挙資金を献
金する人々のネットワークがあった。そうした州のうち 8州では二つ以上のPACsがあり，
カリフォルニア州には 16にのぼる PACsがあった。 (46)
従来女性組織のポリテイカル・アクション・コミティーズは，女性候補者の発掘や訓練とと
もに，選挙キャンペーンの技術，資金両面からの援助を行っていた。しかし96年大統領選で彼
女たちは，そうした従来の活動に加えて，女性票の掘り起こしに照準をあわせた運動を大々的
に展開していた。それは過去の選挙キャンペーンの経験から，女性の意志と利益を政治に反映
させるためには，女性有権者の投票率を増大させることが重要であることが明らかであったか
らである。
すなわちクリントンを大統領に選出し，「女性の政治年」といわれるほど多数の女性議員が連
邦，州レベルで選出された92年大統領選挙の時，女性の投票率は， 62.3%で男性の投票率60.8
％を 1.5ポイント，リードしていた。しかし保守の巻返しを許した94年中間選挙では，女性の
投票率は44.9%へ急降下し，男性の投票率44.4%と0.5ポイントの差しかなかった。 (47)
こうした経験を踏まえてエミリーズ・リストの議長エレン・マルコルムは，「わたしたちは，
より多くの女性が投票すると，女性議員が多数誕生することを学んだ」と指摘する。 (48)女性
票を動員するためには，女性たちが共有する危機意識を刺激し，投票行動の政治的行動へと彼
女たちを駆り立てる必要があった。 96年大統領選挙で女性組織のPACsは，女性票を動員
するための政治的アジェンダを中絶問題に置いた。たとえば「アメリカの女性と政治センター」
は， 96年選挙に向けて女性票の動向を中絶政策との関連で詳細に調査し，当該争点を選挙キャ
ンペーンで最も有効に提示する方法を，大統領選に取り組んでいた民主党と州，連邦議会の民
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主党女性候補に提案していた。 (49)
こうした女性組織の女性票動員のためのキャンペーンは， 96年大統領選での女性の投票率
の増加となって表れていた。この選挙で女性の投票率は，再び55.5%へと上昇し，男性の投票
率52.8%に2.7ポイントの差をつけていた。 (50)そしてこの高い女性の投票率は，当該選挙で歴
史上最多の女性議員の誕生へとつながっていた。
エミリーズ・リストの活躍
96年選挙で中絶をひとつの政治争点として戦っていた女性組織は，中絶支持のクリントンの
再選に成功したばかりではなく，議会に多数の中絶支持の民主党女性議員を送り込むことにも
成功した。 この選挙で中絶支持の民主党現職女性議員は，ひとりも議席を失わなかった。 そ
のうえ新に 9名の中絶支持の女性議員が選出された。 それは史上2番目の増加率であった。
ニュー・ハンプシャー州で初めての女性民主党知事が誕生し メァ l-） ランドリューが，夫
の選挙地盤を引き継いだのではなく，自分の力で選出された第6番目の民主党女性上院議員と
なった。 (51)
こうした中絶支持の民主党女性議員が躍進する上で決定的な役割を果たしたのが，組織の草
の根ネットワークを全稼働させて，この選挙に臨んでいたエミリーズ・リストであった。同組
織は， 1985年議長のエレン・マルコルムが中心となって，中絶支持の民主党女性議員候補に選
挙資金を援助するために設立された。それは特殊利益団体ではない市井の市民が，選挙資金を
献金するためのネットワークを編み出した。エミリーズ・リストの会員は，候補者に関する情
報を同組織から得，自らの支持する候補者に直接，最低二名に100ドルづつそれぞれに選挙資
金をカンパすることが義務づけられた。 (52)
エミリーズ・リストが設立された85年の時点で， 70年代以降女性の政治進出が著しく進展
していたにもかかわらず， 自らの能力と資格で選出された女性上院議員はひとりもいなかっ
た。また主要な州の知事に女性は全く選出されていなかった。 86年にエミリーズ・リストは，メ
リーランド州のバーバラ・ミカルスキーとミズリー州のハリエット・ウッドの二人の上院議員
候補のために始めて35万ドルの選挙資金を調達した。その結果バーバラ・ミカルスキーは，上
院議員の未亡人としてではなく，自らの資格で上院議員に当選した最初の民主党女性上院議員
となった。 (53) この彼女の歴史的な勝利は，有資格の上院候補に女性がなりうることを証明し
た画期的な出来事であった。
中絶政策の存続が危ぶまれていた80年代中策のアメリカで，草の根の女性たちの危機意識
（政治意識）を選挙資金のカンパという形で掘り起こしたエミリーズ・リストの設立の趣旨は
見事に的中し，組織は急成長した。そして設立3年後の88年選挙時には， 2000名の会員を擁
し， 9名の候補者を推胤し， 65万ドルの資金を集金する，女性候補者のための全米で最大規模
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の民間選挙資金調達組織へと成長していた。さらに同組織は， 98年までの13年間で中絶支持
の民主党女性議員 6名を上院へ， 44名を下院にそして 3名の州知事を選出する援助をしてい
た。 (54)
96年大統領選挙では， 4万5千人にのぼるエミリーズ・リストのメンバーが， 650万ドルを
それぞれの支持する女性候補者に献金し，女性票を動員するためにエミリーズ・リストが全米
女性機構 (NOW) と共同で展開しているウィメン・ボウト・プロジェクトに300万ドルを献
金した。その額は民間から集めた選挙献金としては最大のものであった。 (55)
96年選挙で同組織は，同年3月から 11月にかけて7回の女性票の動向調在をおこなった。女
性票の重要さをメディアや民主党に知らせるため同世論調査は，ジェンダー・ギャップを追跡
し， 94年選挙でその存在が浮上したサッカー・マム（郊外に住む子供を持った母親たち）の
動向に注目した。さらにエミリーズ・リストはこの選挙で，全米31州の中絶支持の民主党女
性候補を応援した。 (56)
95年エミリーズ・リストは， 2000年の大統領選挙に向けて，一千万ドルをかけた女性票動
員のためのウィメン・ボウト・プロジェクトを始めていた。 96年選挙キャンペーンで同組織
は， 31の州でウィメン・ボウト・プロジェクトを開始し， 270万人の女性有権者をターゲット
に， 750万通のダイレクト・メールを送り， 450万回にのぼる電話攻勢をかけ女性票の動員に
努めていた。こうした運動の背後には，議長の言う「女性が投票するとき，女性が勝利する」
といった信念があった。 (57)
96年大統領選挙は，エミリーズ・リストが設立されてから 6回目の選挙にあたっていた。こ
の選挙を通して同組織は，選挙資金の調達，選挙キャンペーンの構築，女性票の動員といった
政治組織のもつ三つの機能を完全に発展させた。単に選挙資金を調達する組織としてだけでは
なく，エミリーズ・リストのスタッフは，広範な選挙キャンペーンの技術＿管理・運営，甚
金募集，世論調査，メディア対策＿を持ち，選挙キャンペーンの間，女性候補者とその選
挙スタッフに技術的なアドバイスを与えるようになっていた。 (58) そうした目的で，可能性の
ある候補者をキャンペーンの厳しさに耐え得るよう準備するための候補者養成セミナーや選挙
のマネージャー，ファンド・レイザー，調究官，新聞担当などのための選挙スタッフ餐成セミ
ナーが開催された。
[6]おわりに：文化戦争のゆくえ
クリントン再選後のアメリカ
世紀末のアメリカは未曾有の経済好調に彩られ，冷戦崩壊後の国際社会で唯一の超大国とし
てその意志と利益とを世界のすみずみにまで浸透させようとしている感がある。しかしすでに
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検討してきたように，国内情納にHを向けると，文化のありようをめぐってアメリカ社会は大
きく二つに分断され，伝統的な社会を維持しようとする人々と，より民主的な社会的関係を模
索する人々との間で，かつてない深刻な保守と革新の抗争が展開されている。本論文ではその
保守と革新の文化戦争が， 96年大統領選挙でどのように二大政党の政治抗争へと転成していた
のか，そしてその文化戦争のはざまで，クリントン大統領はなぜ再選されたのかを，女性票の
動向を軸に検討した。
しかしここで注意しなくてはならないことはクリントン大統領の再選が，保守と革新の文化
戦争の終息を意味していなかったという点である。その抗争はクリントン再選後，大統領個人
への不信感として凝集し，アメリカ史上二度目の大統領弾劾裁判へとエスカレートしていった。
大統領弾劾裁判の過程でくりかえしおこなわれた世論調査は，世論の大半がクリントンの倫理
感の欠如に失望していた一方で，彼の仕事ぶりを高く支持していたことを示していた。 (59) し
かし宗教右翼の支配を強めた共和党は，マスメディアから世論無視の「自殺的行為」と指摘さ
れたにもかかわらず，弾劾裁判を最終段階の上院採決まで強引に持ち込んでいった。
いったい世紀末アメリカの文化戦争のいきつく所はどこなのか。共和党は2000年の大統領
選挙に向けて，この文化戦争をどのように乗り越えようとしているのか。次に96年大統領選
挙後アメリカの政治コミュニティーが， 2000年大統領選に向かってどのような新しい胎動を始
めたのかを共和党の動きを通して跡付け，本論文の終章に代えたい。
98年中間選挙と共和党の新しい胎動
96年大統領選2年後の98年中間選挙では，選挙キャンペーン当初共利党の圧勝が予測されて
いた。 大統領の倫理惑の欠如を間うた未曾有の大統領弾劾裁判の渦中にあって，世論の支持
は，アメリカの伝統的価値と体制の護持を標榜する共利党支持に流れると予測されたためで
あった。
しかし選挙の結果は，下院で民主党が現職共和党の5議席を奪取し，上院では，共利党55対
民主党45の現状議席数を維持し，民主党の予想外の善戦を示していた。 そもそも大統領の政
党は，1934年フランクリン・ルーズベルトのニューディール政策の評価を問うた中間選挙以来，
常に議席を中間選挙で減少させてきた。 そのため64年目にして始めて下院で大統領の政党が
議席を増やしたことは，クリントン個人とその政策への世論の支持が強いことを如実に示すも
のとして評価された。 (60)
この選挙のひとつのハイライトは，全米で第二番目と四番目に大きいテキサス州とフロリダ
州で元大統領ジョージ・ブッシュの二人の兄弟が州知事に選出されたことである。特に兄の共
和党テキサス州知事は69%の高支持率で再選され， 2000年の共和党大統領候補の道を確固とし
ていた。
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彼の主張と政策は，キリスト教同盟などキリスト教右派の「原理主義的」共和党と一線を画
したものであった。彼は，教育問題，税金，犯罪政策など現実主義的な争点に照準をあわせ，
社会的弱者への目配りのよい政策を提示し，その提言は「情愛深い保守主義」と評された。そ
の結果彼は，共利党候補としては巽例なことに女性票の65%という高い支持を得ていた。 (61)
この穏健派のブッシュ共和党テキサス州知事の圧勝は， 88年中間選挙の共和党の敗北ととも
に，共利党に深刻な問題を突きつけていた。それはもし共利党がこのまま極右に支配され続け
るなら， 2000年大統領選挙に向けて党は，共利党大統領を選出する機会を失うかもしれないと
いうことを示唆していた。
実際今日共和党が陥っているジレンマは深刻である。共和党は，キリスト教右派などの熱狂
的な党支持基盤をさらに動員すべきなのか，あるいは党としてブッシュ知事のように中道に移
行すべきなのかといった問題に直面している。 それは，「原理主義的」保守主義でいくべきな
のか，あるいは「梢愛深い」保守主義でいくべきなのかといった選択でもある。しかしかりに
共和党が中道路線をとっても，もしそのことで宗教的右翼をはじめとする社会的保守層が党か
ら離れると，共和党の勝利は遠退くことをもまた意味している。
エリザベス・ドールの登場
2000年大統領選挙に向けていまひとつの新しい胎動は，アメリカ赤十字社元総裁のエリザ
ベス・ドールが共和党大統領候補へ立候補する意志表示をしたことである。固知のようにエ
リザベス・ドールは， 96年大統領選挙の共和党候補ボブ・ドールの妻であり， 96年8月の共
和党大統領候補指名全国党大会で，「わたしの愛する人」という題の演説で夫を称賛し，演説
直後の世論調査で，ドール支持のジェンダー・ギャップを大幅に改善したことでも知られてい
る。 (62)
彼女は，ヒラリー・クリントンとならんで今日アメリカを代表する最も有名で有能な女性の
一人である。ヒラリーがエール・ロー・スクールの出身であるのに対し，エリザベスはハーバー
ド・ロー・スクールの出身であり，両者はともにアメリカで最も有能な弁護士100人の一人に
選ばれている。
エリザベス・ドールは， 80年代の二人の大統領レーガンとブッシュ両大統領の政権下で，交
通省長官と厚生省長官を勤めていた。さらにレーガン政権で行われた女性政策ー＿ー福祉を受
けている栂親への職業訓練の機会の増加や保育のための税控除，あるいは離婚した前夫に養育
費の支払いを強制するシステム等ー一ーは，エリザベス・ドールがレーガン政権下の「ホワイ
トハウス女性問題調整委員会」の長をしていた時に作成したものであった。 (63)
エリザベス・ドールは中絶に反対する立場をとっているが，夫のボブ・ドールと同様，母体
に危険のある場合以外のすべての中絶に反対するキリスト教右翼の立場とは一線を画している。
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彼女の政策や主張は未だ明確にされていないが，これまでの政治的活動からブッシュテキサス
州知事と同様「情愛深い」保守主義路線をとることは明らかである。
ギャロップ世論調杏は， 「もしあなたが支持する政党が，有資格の女性の大統領候補を指名
したら，あなたはその女性大統領候補に投票しますか？」という同じ設問で， 1937年以来一貫
してアメリカの世論が女性の大統領を望むか否かの調脊を続けている。 (64)調在を開始した37
年時点で支持すると答えた人は33%であり，ほぼ倍にあたる 64%は，支持しないと答えてい
た。支持と不支持の割合が同じ 48%になったのは，戦後の49年であり， 50年代， 60年代は，
支持が50%代であった。女性大統領候補を支持する率が急増するのは， 70年代になってであ
り， 80年代以降は，支持率は80%を越えるようになっている。このギャロップ世論調査は，今
日アメリカの世論が，女性大統領を受け入れる準備ができていることを示唆している。
現実に，共和党の大統領候補に誰を望むかといった最近の世論調査では，エリザベス・ドー
ルはブッシュ州知事に次ぐ二位に浮上していた。 (65) かりにドールが大統領候補からはずれて
も彼女は，共和党の副大統領候補として2000年の大統領選挙に臨む可能性が高い。
文化戦争のゆくえ
世紀転換期アメリカの政治状況下で，ブッシュやドールたち「情愛深い」保守主義者の台頭
は何を示唆しているのだろうか。
1991年，ジェームス・ハンター (JamesDavison Hunter)は，『文化戦争 (CultureWars)』
という著作の中で，世紀末アメリカの政治状況を文化戦争という枠組みで，初めて分析した。
同書で彼は，文化戦争が，甚本的な価値観，道徳的関心の相違を軸に展開する政治抗争である
ため，既存の政治抗争と大きく相違していることを指摘した。 (66)ハンターの指摘する文化戦
争，あるいはケネス・マイザー (KennethJ. Meizer)が1994年に出版した『罪の政治：ドラッ
グ，アルコールそして公共政策 (ThePolitics of Sin: Drugs, Alchol and Public Policy)』の中で
道徳政治と呼称した世紀末の文化戦争には，既存の政治と相違する以下の特質を内包してい
る。 (67)
すなわち文化戦争のような道徳問題を軸とする抗争は，特殊利益集団の政治抗争のような物
質的基盤を持たない。それは人生の選択，ライフスタイルなど人間の根幹を決める価値観をめ
ぐって互いに妥協できない，きわめて感情的な要素を含む強硬な抗争である。そのため物質的
甚盤をもつ通常の政策アジェンダが，常に妥協点を見いだし，連携が構成され解決されていく
のに比べて，文化戦争の政策アジェンダは，妥協点を見つけることが困難であり問題の解決が
泥沼化し，長期化する傾向が見られる。
本論文で検討してきた積極的差別是正政策や中絶問題といった，文化戦争のジェンダー・ア
ジェンダは，まさにその好個の例であった。当該争点を軸とする共和党と民主党の抗争は，す
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でに指摘したように 1980年大統領選挙を嗚矢とする。しかしそれらの争点は， 80年以前から
保守と革新の文化的対立として存在していた。 以来20年間，世紀末の今日に至るまで，中絶
問題や積極的差別是正政策は一貰して，共和党と民主党の政治抗争の中心的アジェンダであり
続け，相互に妥協点を見いだせずに今日に至っていると言える。
党拘束をもたないアメリカの政党は，通常ひとつの政策に対して，両党からの支持，不支持
がある。 80年に積極的差別是正政策と中絶問題を共和党，民主党がそれぞれ不支持，支持の
立場を党綱領に組み人れても，両党のランク・アンド・ファイルの議員の間では，同政策にた
いする立場は必ずしも政党ラインで明確に分かれていなかった。
例えば中絶問題に関して， 1989年7月10付けのニューヨーク・タイムズ紙は，ウェブスター
判決直後の中絶問題に関する共和党員，民主党員の見解を調査している。それによると中絶を
合法と考える民主党員は， 45%,共和党員は44%であった。さらに近親相姦，強姦，母体の生
命が危険な場合の中絶を認める民主党員は37%,共和党員は44%で，いかなる場合の中絶にも
反対するとした民主党員は14%,共和党員は11%であった。同調査は， 80年代，民主，共和
両政党内で中絶問題に関し意見がそれぞれ二分していたことを示唆していた。 (68)
しかしすでに跡付けてきたように， 90年代になると中絶問題にかんする文化抗争は，それ
ぞれの党の議員を巻き込んだ形で政党ラインで凝集していた。すなわち 96年9月，「部分出産
中絶禁止法案」に対して大統領が拒否権を発動した時，下院では， 285対137の三分の二過半
数でそれを乗り越えていた。その際，大統領の中絶禁止法案にたいする拒否を支持した 137名
のうち 121名が民主党であり， 15名が共和党， 1名が無党派議員であった。圧倒的多数の民主
党員が，中絶を支持し，圧倒的多数の共和党員が中絶に反対する図式がここに明確に示されて
いた。まさに文化戦争の泥沼化である。
そうした状況下で，ブッシュやドールの標榜する「情愛深い」保守主義の出現は，共和党内
部での「原理主義的」保守主義と「＇情愛深い」保守主義の文化戦争として，新しい展開を示唆
している。このことは共和党が，キリスト教右派に牛耳られ，いかなる中絶にも反対する強硬
な路線をとり，性と人種を軸とした差別はもはやアメリカ社会には存在しないとし，積極的差
別是正政策の終決を主張する限り，有権者の半数をしめる女性票の多数を手にできないことを
示唆している。実際ブッシュテキサス州知事の主張する「情愛深い」保守主義は， 98年選挙で
女性票の65%という高い支持につながっていた。
はたして共和党内の「＇情愛深い」保守主義の台頭は，世紀末アメリカの政治世界で混迷する
文化戦争の終焉を示唆するものなのか。そしてその文化戦争の終息の後にアメリカは，性や人
種を軸とした差別のない新しい民主的な社会関係を構築できるのだろうか。 世紀転換期の今
日，中絶問題や積極的差別是正政策をめぐる文化戦争は，いまだ明確な妥協点を見いだせない
まま，国民すべてを巻き込んだ泥沼の中にあるといえる。
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〈本論文は， 96年度東洋英和女学院大学研究助成金を受けた共同研究「1996年大統領選挙プ
ロジェクト」（飽戸弘先生，故山田進一先生，縣松基之先生，進藤久美子）の成果の一部であ
る。〉
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Gender, Culture Wars and 1996 
Presidential Election: How are They lnterwound? 
Kumiko SHINDO 
On February 13, 1997, Eleanor Smeal, the president of the Feminist Majority gave a 
talk at the National Press Club in Washington D.C .Reflecting back the presidential election 
of the previous year, she commented as follows: 
How sweet it is…finally at the end of the 20th century…women's votes have 
made the difference in the election of the United States President. If only men voted, 
Bob Dole would be president today. What the suffragists had envisioned at the turn 
of the centu巧 hasnow happened at the end of the century. Women are influencing 
with their votes the agenda of the nation. 
The 1996 presidential election was marked by an 11 point gender gap with 54% of 
women and 43% of men voting in favor of Bill Clinton. This was the largest ever recorded 
in American history. The gender gap, the differences in voting behavior between men and 
women, has been fomented in the women's struggle over the Equal Rights Amedment (ERA) 
in the 70's and fortified by the abortion issues in the 80's. Although rather alien to the 
Japanese political situation, it has been the determing factor of the outcome in many 
elections for U.S. Senators, members of Congress and Governors in the past two decades. 
Accordingly, the emergence of the gender gap is closely related to the culture wars 
between the Republican Party and the Democrat Party. It is, indeed, no coincidence that 
the gender gap in voting emerged first in the presidential election of 1980, when the 
Republican Party platform and its presidential candidate, Donald Regan, came out against 
ERA and legalized abortion. As the New Right overwhelmingly dominated the Republican 
Party in the 80's and 90's, and the cultural issues such as abortion, ERA has become the 
adamant bipartisan issues, a large number of women swept from the Republican to the 
Democrat Party, making the gender gap in voting even more visible. 
The two presidential elections held in the 90's under these political environments of 
culture wars exhibited highly peculiar scenes in the American political world. It was in 
these presidential elections in which the cultural issues had first become the political agenda 
determining the outcome of the elections. In the current paper, therefore, an attemp was 
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made to delineate how the political situation of culture wars has affected the victory of 
William Jefferson Clinton in the presidential election of'96. It is also an attempt to examine 
why American women could make a difference in national politics at the turn of the century. 
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